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混合組合に係る検討会のご意見  
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現行生協法における混合組合の取扱いについて  

○ 大規模な職域生協では、当該職域の附近において店舗や共同購入などの事業を展開する場合があり、実態とし  
て地域、職域両方の要素を併せ持つ生協に発展することがあるが、生協法では、このような地域、職域両方の要素を  
持つ生協についても職域組合として設立可能であるとともに、併せて、都道府県の区域を越えることができることとなっ  
ている。  

【単位生協の組合員資格】  

職域生協については、一定の職域内に勤務する者を組合員とすることとされているが、例外として、職域の附近に住所を有し、そ  
の生協の施設を利用することが適当とするものも組合員とすることができることとなっている。  

消費生活協同組合法  

（組合員の資格）  

第14条 消章生活協同組合の組合員たる資格を有する者は、左に掲げる着で定款で定めるものとする。但し、法人は、   
組合員となることができない。   

－（略）   

二 職域による組合にあっては、一定の職域内に勤務する者   

3 職域による消費生活協同組合にあっては、定款の定めるところにより、第一項第二号に掲げる者の外、その附近に住   
所を有する看でその組合の施設を利用することを適当とするものを組合員とすることができる。  

【職域生協の設立区域】  

職域生協は、やむを得ない事情のある場合には、都道府県の区域を越えて設立することができることとなっている。   

消費生活協同組合法  

（区域）  

第5条 組合は、都道府県の区域を越えて、これを設立することができない。但し、職域により消費生活協同組合でやむを得ない事情のある  
もの及び消費生活協同組合連合会（以下連合会という。）は、この限りでない。  
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地域組合員が過半数になっている職域組合の取扱い等について  

○ 地域・職域組合の両要素を備える組合については、原則として組合員数の過半数によりこれを地域組合又は職  
域組合とすることとされているが、既存の職域組合のうち、地域組合員が過半数となっている組合は、職域である企  
業からの役職員の派遣や施設等についての便宜供与がなされている等特段の理由がある場合には、地域組合への  
変更を行う必要がないとされている。  

○ このため、職域生協が当該職域の附近において店・舗や共同購入などの事業を展開し、地域組合員が過半数と  

なった場合においても、特段の理由がある場合には、職域組合として存続し、都道府県の区域を越えることができる  

こととなっている。  

消費生活協同組合の運営指導上の留意事項について  

（平成3年11月7日 社生第124号厚生省社会局生活課長通知）  

2 組合の適正な運営の確保について  

・（4）地域組合と職域組合の区分  

地域職域両要素の混合した組合については、今後は原則として組合員数の過半数によりこれを地域組   
合又は職域組合とすること。  

なお、既存の職域組合のうち、地域組合員が過半数となっている組合は、職域である企業からの役職畠   
の派遣や施設等についての便宜供与がなされている等特段の理由のないかぎり、地域組合への変更を行   
うこと。  

22   
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「学生、生徒、児童を教師と並んで職域組合の組合員とする  
ことの可否について」（昭和27年8月26日、佐賀県知事あて厚  

生省社会局長通知）   

学生、生徒、児童を法第14条第1項第2号の「一定の職域内  
に勤務する者」という観念で把握することは困難であり、学生、  
生徒、児童は教師と並んで職域組合の組合員となることはで  

きないものと解する。  
ただし、学校の教職員が加入する職域組合に、学生生徒が  
法第14条第3項に基く組合員として、加入し、教職員、学生生  
徒を一体とする職域組合を結成することは可能である。  

消費生活協同組合法   

第14条 消費生活協同組合の組合員たる資格を有する者は、左に  
掲げる看で定款で定める者とする。但し、法人は組合員となることが  
できない。   

－（略）  

二 職域による組合にあっては、一定の職域内に勤務する者   

3 職域による消費生活協同組合にあっては、定款の定めるところにより、  
第1項第2号に掲げる者の外、その附近に住所を有する看でその組合の  
施設を利用することを適当とする者を組合員とすることができる。  
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